
 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（抄） 

 

 

第 2 条 この法律において「事業者」とは、商業、工業、金融業その他の事業を行う者

をいう。事業者の利益のためにする行為を行う役員、従業員、代理人その他の者は、

次項又は第三章の規定の適用については、これを事業者とみなす。 

②、③ 略 

④ この法律において「競争」とは、二以上の事業者がその通常の事業活動の範囲内に

おいて、かつ、当該事業活動の施設又は態様に重要な変更を加えることなく次に掲げ

る行為をし、又はすることができる状態をいう。 

一 同一の需要者に同種又は類似の商品又は役務を供給すること 

二 同一の供給者から同種又は類似の商品又は役務の供給を受けること 

⑤ この法律において「私的独占」とは、事業者が、単独に、又は他の事業者と結合し、

若しくは通謀し、その他いかなる方法をもつてするかを問わず、他の事業者の事業活

動を排除し、又は支配することにより、公共の利益に反して、一定の取引分野におけ

る競争を実質的に制限することをいう。 

⑥ この法律において「不当な取引制限」とは、事業者が、契約、協定その他何らの名

義をもつてするかを問わず、他の事業者と共同して対価を決定し、維持し、若しくは

引き上げ、又は数量、技術、製品、設備若しくは取引の相手方を制限する等相互にそ

の事業活動を拘束し、又は遂行することにより、公共の利益に反して、一定の取引分

野における競争を実質的に制限することをいう。 

⑦、⑧ 略 

⑨ この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれかに該当する行為

であつて、公正な競争を阻害するおそれがあるもののうち、公正取引委員会が指定す

るものをいう。 

一 不当に他の事業者を差別的に取り扱うこと。 

二 不当な対価をもつて取引すること。 

三 不当に競争者の顧客を自己と取引するように誘引し、又は強制すること。 

四 相手方の事業活動を不当に拘束する条件をもつて取引すること。 

五 自己の取引上の地位を不当に利用して相手方と取引すること。 

六 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある他

の事業者とその取引の相手方との取引を不当に妨害し、又は当該事業者が会社であ

る場合において、その会社の株主若しくは役員をその会社の不利益となる行為をす

るように、不当に誘引し、そそのかし、若しくは強制すること。 

⑩ 略 

 

第 3 条 事業者は、私的独占又は不当な取引制限をしてはならない。 

 

第 21 条 この法律の規定は、著作権法、特許法、実用新案法、意匠法又は商標法によ

る権利の行使と認められる行為にはこれを適用しない。 
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